久留米大学入学志願者に対する意識調査

―　主観的ニーズ分析　―

武本ティモシー

本研究の目的は、二つあった。一つは、一般的に久留米大学入学志願者がどのような理由で本校を選択しているか、本校に対してどのような期待を持っているかを調べることである。そして、もう一つのより具体的な目的は、久留米大学における学部新設の実効価値を検討することであった。前者は、今後の本校のPR方略などの全体的政策の決議プロセスに貢献できるものだと思われる。後者は仮定上の議論ではあるが、外国語教育研究所員を中心とした新学部と、学科を設立した場合に、志願者の主観的ニーズ分析はカリキュラム設計上、一つの重要な情報源であると考えられた。

　近年、少子化や終身雇用制度の崩壊という社会状況の中、大学側が高校生を引き寄せるために志願者の期待に応じるように学部・学科を新設する動きが一層加速している。また、かつて学部・学科の新設の申請課程はかなり時間がかかっていたが、2001年の文部省の規制緩和により、定員増を伴わない場合では5月・7月・10月・12月の年4回認可され、申請が約2ヶ月でできるようになった。このため2002年の新設学科ラッシュの中、本校の心理学科を含め58(Inter-edu, 2000)の学科が新設されているが、その反面その3倍近くの164学科が廃止された。このように新設した学部学科でも生き残れるかは厳しい状況にある。

そして、新設学科の失敗の危険性は、学科改組などの教育カリキュラム研究からもうかがえる。例えば、Parish & Arrends(1983)は、様々な分野での教育プログラムの編成を調査した結果、カリキュラム設計の成功率は２０％しかないという警告を発表している。このような状況の中で、明瞭で科学的でカリキュラム設計手続きがが求められるが、カリキュラム設計の方法論は定まっているとは言えない。

これから、その方法論の発展の経緯をたどることにする。まず全体的に見れば、その中で最も重要視されている概念の一つは、カリキュラム設計の参加者間及びカリキュラム構成要因間の統合性(coherence)だと論じられている（Johnson, 1989）。また、カリキュラム設計理論の経緯において３つの傾向が相互的に関連している。すなわち、カリキュラム設計における

· 直線状の指揮系統やヒエラルキーの脱構築と

· 従来のヒエラルキーの下部に位置された教育者や学習者からの情報の重視

· 各段階においてインプットされる情報の多様化

これらの傾向を念頭に置きながら、その経緯を詳しくたどる。

カリキュラム設計についての研究は、第一次と第二次世界大戦の間で始まり、戦後までは安定した理論に基づいて行われた。これは専門家モデル（Johnson, 1989）、目標中心カリキュラム設計モデルだと表される。このようなモデルでは、政策作成者が従来の学問・宗教的な思想などの「隠されたカリキュラム」に基づいて、カリキュラムの目標を定義することから始まった。つぎには目標と現状の間のギャップを解明するためのニーズ分析が行われ、その後教材作成者や教師が関わり目標を実施するための教材と方法を定めたトップダウン直線状の指揮系統が重視された。Johnson(1989)は、「専門家」カリキュラム設計モデルを表１で表現している。このような極端的な設計方法は実際に存在しないだろうと言われるが、最近まで、学校や大学のカリキュラムが全てトップダウンで細部まで規定されていることが多かった。

表１専門家カリキュラム（Johnson, 1989, p13, Table 2に基づいて）

	参加者
	カリキュラム設計の段階

	
	政策
	シラバス
	プログラム
	教室

	
	
	目標
	方法
	教材
	教師育成
	教育行動
	学習行動

	政策作成者
	
	
	
	
	
	
	

	ニーズ分析者
	
	
	
	
	
	
	

	方法論者
	
	
	
	
	
	
	

	教材作成者
	
	
	
	
	
	
	

	教師育成者
	
	
	
	
	
	
	

	教師
	
	
	
	
	
	
	

	学習者
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	参加者
	　　　
	指揮系統
	
	
	


カリキュラム設計研究において、初めて直線状モデルから脱した理論は、カリキュラム設計研究の古典である『8年間実験』から生まれたGiles（1942, cited in Ornstien & Hunkins, 1988）のモデルであったと言われる。Gilesは、カリキュラムの要因が目標・内容・方法・評価と定義され、四者間の循環・相互依存性を強調し、図１で表した。

図１カリキュラムの４要因の間の関係(
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（Giles et. al, 1942, p2, cited in Ornstien & Hunkins, 1988, p166）
しかし実際に、カリキュラム設計の主導権をヒエラルキーの下の方向に移動させたのは、自主性を要求した教育者でだったであろう。それは学校単位（Gass､1979）や教師単位で（Ross､1982）カリキュラムを統制する意欲が現れ、上から押し付けられたカリキュラムよりグラス・ルーツで組み込まれたカリキュラムの方がより成功する場合もあると指摘された(Glatthorn, 1987)。 

その後ここ20年間、カリキュラム設計の主導権の拡散と、学習者を重視するボトムアップカリキュラム設計への傾向が強くなっているようである。その理由に、社会的な変動、構成主義という教育論の普及、言語教育における学習者中心教育理論への注目と教育技術の発達というファクターが挙げられる。

そして、産業社会から高度情報者社会に急変する現代社会に適応するために、創造性や個性を持つことが重視され、多様性を受け入れられることが必要とされている。そこで、学習者の個性と創造性を伸ばすためには、全員が上から規定されているカリキュラム内容を学ぶのではなく、各自が自分の将来進路を見定めながら、自分の個性に合わせた内容を主体的に学習する必要があるといわれている。そのためにカリキュラムを柔軟化させ、学習者の要望を反映できるものにする工夫が要求されると言われる(Walter, Mattai & Perry, 2000; Brandt, 2000)。

更に、カリキュラム設計のボトムアップ化を促したのは、構成主義（Yager, 1991; Von Glasersfeld, 1995）の普及だと言われている。構成主義が普及するまでに主流だった行動主義教育理論において、教育者が与える報酬によって強化される行動変化が教育の本質と考えられた。それに対して、構成主義的教育理論においては、教育は経験を考察することによって各自が自分自身の心理的モデルとルールを構成していくプロセスであると考えられる。後者の理論は、教師から学習者への知識の伝達の代わりに、学習者の経験に密接して、実践や問題解決によって取得されるノウハウが重視された。構成主義の普及は、学習者がどれだけ与えられた知識を理解していないことを示す研究(Angelo, 1991)などによって進められた。例えば講師の話を授業後思い出せる学生がわずか20％、授業開始8分集中している学生が１５％しかいないことが示された。このような事態に対応するため構成主義者は、学習者の経験との関連を重要視したため、あらかじめ規定されるトップダウン方式のカリキュラムの排除を唱えた。「極端的構成主義」（Von Glasersfeld, 1995）に対する批判の声（Rowlands & Carson, 2001）は少なくないが、構成主義は大きな改革を起こしつつあると思われる。

カリキュラム設計理論のもう一つの変貌要因は、第二言語教育の理論の変化である。言語教育の主流は、専門家によって定義される文法や語彙についての知識から、コミュニケーションを中心とした教育（Littlewood, 1981; Widdowson, 1978）を通して、学習者の学習活動を支援する「学習者中心教育」(Norman & Spohrer, 1996; Nunan, 1988; Tudor, 1996)と変化した。そこで、文法と語彙に焦点を当てたカリキュラムは、専門家によって定義されても問題がなかった。しかし、コミュニケーション中心的教育となれば、学習者が直面するコミュニケーション障害を分析して、教育目標を定める必要が生じた。更に近年の学習者中心教育理論は、学習者の経験・関心・意欲を中心に据えた理論で、カリキュラムがより流動的になり、学習者のニーズを反映させるのが必至である。

最後にCALL(Takemoto, 2002)などの教育技術が、コミュニケーション実践の機会を増加させ、学習者の興味と関心に応じたオンデマンド教材を提供しているので、上述した流動的で多面的に決定されるカリキュラムの実現と実施が可能になっているように思われる。

上述した理由に基づいて、カリキュラム設計が政策作成者から学習者へと主導権を移行させる動きがあった（表２）。しかし一方、それらの理由を踏まえながらも、カリキュラム設計プロセスにおける協力とインプットされる情報の多様化を主張する研究者が増えている。

情報の多様化

カリキュラムの不統合を避けるためには、全ての当事者が全ての設計段階に関わることと、全ての当事者からのフィードバックという意味での「評価」を重視することの重要性が論じられている。Johnson(1989)はカリキュラム設計が、政策作成者→需要分析者→教材作成者→教師訓練者→教師→学習者が順に関わる上述したような直線上のプロセス（表１）を批判している一方、表２で表される「学習者中心のカリキュラム設計」をも極端的だと批判した。

表2　学習者中心のカリキュラム設計（Johnson, 1989, p13, Table 2に基づいて）

	参加者
	カリキュラム設計の段階

	
	政策
	シラバス
	プログラム
	教室

	
	
	目標
	方法
	教材
	教師育成
	教育行動
	学習行動

	政策作成者
	
	
	
	
	
	
	

	ニーズ分析者
	
	
	
	
	
	
	

	方法論者
	
	
	
	
	
	
	

	教材作成者
	
	
	
	
	
	
	

	教師育成者
	
	
	
	
	
	
	

	教師
	
	
	
	
	
	
	

	学習者
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	参加者
	　　　
	
	
	
	


統合したカリキュラムの実現のために、表１にあるトップダウン設計でもなく、表２で表される下剋上状態でもない、全ての当事者が、決定権を持ち、決定段階以前の段階に参加することが望ましいことを論じた（表３）。

表３「統合されたカリキュラム設計」（Johnson, 1989, p15, Table 3に基づいて）

	参加者
	カリキュラム設計の段階

	
	政策
	シラバス
	プログラム
	教室

	
	
	目標
	方法
	教材
	教師育成
	教育行動
	学習行動

	政策作成者
	
	
	
	
	
	
	

	ニーズ分析者
	
	
	
	
	
	
	

	方法論者
	
	
	
	
	
	
	

	教材作成者
	
	
	
	
	
	
	

	教師育成者
	
	
	
	
	
	
	

	教師
	
	
	
	
	
	
	

	学習者
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	決定者
	　　
	情報提供者
	
	


Hargreaves(1989)は、カリキュラム編成を、設計(Design)・実施（Implementation）・評価（Evaluation）という三つの要素に分け、設計→実施→評価という直線状というありがちな構造があってはならない事だと論じている。いかに3要素が別々なものとして意識されやすくて、それらが統合されることの重要性を強調するために、Hargreavesは、設計・実施・評価のプロセスが「設実評」（「Des-Impl-Evalu-ing」）と名づけ、図２の右側のロゴで３要素の一体化を映像的にも表現している。

図２　設計と実施と評価の一体化　(Hargreaves, 1989, p36に基づいている)

DESIGN　IMPLEMENATION　EVALUATION　　　　　   DES-IMPL-EVALU-ING　

設計　　　　　　　実施　　　　　　評価　　　　　　　　　　　　　　「設実評」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ニーズ分析調査

本研究は、上述したような理論的観点に基づいて、カリキュラム設計の初期段階から、様々な情報を考慮することが必要であるという認識で行われ、ニーズ分析に着目したものである。これから言語教育を中心に、ニーズ分析の定義の移行について紹介する。

ニーズ分析は、Kaufman(1972)にしたがって、“A process of identifying gaps between what is and what should be.”（現状とあるべき状態の間のギャップを特定するプロセス）と定義できる。しかし、「あるべき状態」の定義について大きく二つの見方がある。これらは専門家や管理者が決定する教育目標と、学習者が志望する目標とである。前者は「objective needs」(Richterich, 1972)や「real needs」（Chapman, 1980）として掲げられ、後者は「subjective　（主観的ニーズ）」と比較的に軽くみられがちであった。しかし、カリキュラム設計の研究で見られたように、ニーズ分析研究という分野においても、学習者からの情報を重視する傾向がみられる。

1960年代に始まったニーズ分析は、政策作成者によって決定された目標（「あるべき状態」）と達成された学習者のレベル（「現状」）を明白にするプロセスだと定義される事が多かった。しかし、コミュニケーション中心的な外国語教育において、ニーズ分析というのは、学習者からの調査データを考慮しながら、学習者が将来的にどのような場面でどのようなコミュニケーション問題に遭遇し、これらを乗り越えていくためにどのような言語的能力が要望とされるかというの専門家による、言語コミュニケーション・ニーズの体系的分析と捉えられる。このようなニーズ分析の捉え方はLSTやESPという分野におけるニーズ分析との共通点が多く、現在でも主流である。しかし、学習者中心的教育(Hutchinson & Waters, 1987)において、意欲や主体性が最大に重視されると共に、学習者自身の主観的ニーズ認識も調査されるようになった。学習者が主観的にニーズとして意識しているものは、違っていようと正しかろうと、本人の教育選択を大きく影響するだろうと予想される。

２１世紀の社会を生き抜くために、どのような教育が必要とされるかについての専門家の意見や、会社がどのような才能と知識をもった人材を求めているかを調べることなど様々な情報が要求される中、どこから手をつければよいのか安易な選択ではない。しかし、トップダウン・カリキュラム設計が行われがちであるという意識の基に、対極的である学習者の主観的ニーズを調査することから取り掛かった。カリキュラム設計の第一歩である政策の作成の段階からも、政策作成を援助するために学習者の主観的な要望も取り入れる必要があると考えたからである。

手続き

被験者：久留米大学オープンキャンパスに参加した２８２人（女性１７７人、男性９５人、不明１０人）。

平均学年：2.8年生（過年度卒業生を4年生、社会人を5年生と考えた）。

調査内容： 1～６のリッカート尺度を用いたアンケート（付録１）の科目の関心度を調べたアンケートの第2ページ目は、外国語教育研究所員を中心に教えられる科目と学部の主要科目から構成されている。

事前調査：N高校の生徒約30人に回答してもらった結果、アンケート内容が理解され得るものであると確認した。また、第１ページ目の大学の選択の理由などは作成者たちが考え出したものとN高校の生徒が提案したものから作られた。

結果

大学選択の理由について、全ての項目での平均が高く、本校を選択している理由が分散していることが分かる。その中最も重要なファクターは授業の内容だった。最も重要でない理由は、留学機会・姉妹校の充実という要因だったが、この要因の標準偏差が大きく、重要であると重要ではないと思っている志願者は二分化している。「非常に重要である」（「６」）と表した志願者は282人中29人（10％）であった（表4参照）。

表４　大学選択の要因

	要因
	平均評価
	ランキング
	標準偏差
	６と評価した人数

	大学の施設
	4.90
	2
	0.99
	74

	入学試験の難易度
	4.81
	4
	1.18
	101

	大学が通学できる所にある
	4.62
	5
	1.43
	97

	大学の環境・町
	4.60
	6
	1.22
	70

	大学の一般的評価
	4.32
	7
	1.23
	39

	講座の内容
	4.96
	1
	1.13
	123

	大学の学費
	4.87
	3
	1.26
	121

	留学機会・姉妹校の充実
	3.48
	8
	1.53
	29


海外地域に対する関心はアメリカとイギリスが最も高く、ヨーロッパとフランスがそれらに次いで、アジアに対する関心が最も低かった。日韓共催のワールド杯直後だったが、アジアより西洋に対する学生の関心が相変わらず高いことが分かった（表５参照）。

表5　地域や国に対する関心

	国・地域
	平均評価
	ランキング
	標準偏差

	ドイツ
	3.56
	5
	1.54

	イギリス
	4.23
	2
	1.64

	フランス
	4.07
	3
	1.50

	ヨーロッパその他の国
	4.03
	4
	1.61

	韓国
	3.48
	6
	1.55

	中国
	3.33
	7
	1.48

	アジアその他の国
	3.22
	8
	1.48

	アメリカ
	4.23
	1
	1.51


外国語に対する関心は、英語が際立って高く標準偏差も１番低かった。その他の言語に対する関心度が同程度であることが分かり、英語の国際語としての認識がうかがわれた。

表６　各言語に対する関心

	言語学
	平均評価
	ランキング
	標準偏差

	英語
	4.71
	1
	1.35

	ドイツ語
	3.36
	3
	1.51

	フランス語
	3.59
	2
	1.56

	中国語
	3.33
	5
	1.53

	韓国語
	3.36
	3
	1.57


大学在学中にどのようなものを身につけたいかという質問に対して、全ての教育側面に対する平均評価が高く、大学が提供できる教育に対する関心が高いということが分かる。最も求められているのは卒業後使える技能と実務的知識についで、コミュニケーション能力と外国語能力であって、知識や学問的な思考様式よりも実践的スキルが求められていることが浮き彫りになった。

表7　期待されている教育側面

	教育の側面
	平均評価
	ランキング
	標準偏差

	コミュニケーション能力
	5.13
	2
	0.98

	外国語能力
	4.89
	4
	1.14

	卒業後使える技能
	5.37
	1
	0.90

	教養的知識
	4.85
	5
	1.08

	実務的知識
	4.92
	3
	1.05

	論理思考
	4.36
	6
	1.22


表８で表している平均評価は、志願者の間でそれぞれの科目に対する関心度の平均を示している。強い関心が持たれている科目の最上10位は、外国語能力、心理学、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論、インターネット論、コンピューター概論、国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論、社会福祉論、映画論、社会心理学、言語学であった。コミュニケーションに関する科目とテクノロジーに関する科目と、今ブームしていると言われている心理学関連の科目が最も人気度が高いことがわかった。

表８　科目に対する関心

	項目
	平均評価
	ランキング

	ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	4.28
	3

	アジア事情
	3.45
	42

	アジア地域研究
	3.28
	48

	アメリカ事情
	3.73
	27

	アメリカ地域研究
	3.53
	38

	インターネット論
	4.24
	4

	グローカル理論
	3.78
	22

	コンピューター概論
	4.11
	5

	スポーツ実技
	3.76
	26

	マスコミュニケーション論
	3.80
	21

	メディア論
	3.73
	27

	ヨーロッパ事情
	3.72
	29

	ヨーロッパ地域研究
	3.64
	34

	異文化コｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	3.99
	11

	異文化理解
	3.99
	12

	映画論
	4.05
	8

	欧米文化論
	3.68
	30

	家庭内ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	3.93
	15

	海外留学
	3.93
	15

	外国語能力
	4.41
	1

	環境ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	3.59
	36

	環境科学
	3.53
	37

	環境心理学
	3.78
	22

	環境問題 
	3.84
	19

	商学
	3.34
	45

	基礎情報処理
	3.68
	30

	記号学
	2.92
	60

	近代批判理論
	3.12
	55

	九州文化論
	3.18
	53

	経営学
	3.39
	44


	項目
	平均評価
	ランキング

	経済学
	3.45
	42

	現代の人権
	3.84
	18

	言語学
	4.03
	10

	国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	4.09
	6

	国際関係論
	3.83
	20

	国際交流論
	3.94
	14

	社会学
	3.77
	24

	社会言語学
	3.67
	33

	社会心理学
	4.03
	9

	社会福祉論
	4.09
	6

	宗教学
	3.03
	59

	心理学
	4.32
	2

	神話学
	3.53
	38

	世代間ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	3.68
	30

	政治学
	3.24
	50

	西洋文学
	3.25
	49

	対人ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	3.95
	13

	地域ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	3.77
	24

	哲学
	3.14
	54

	東洋文化論
	3.11
	56

	東洋文学
	3.09
	57

	日欧比較文化論
	3.07
	58

	日本文化論
	3.46
	41

	日本文学
	3.61
	35

	非言語的ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	3.28
	47

	文化経済論
	3.21
	52

	文化人類学
	3.22
	51

	法学
	3.49
	40

	民族共生論
	3.31
	46

	老人福祉論
	3.93
	17


しかし、これらの科目に対する関心度が高いと言われても、例えば心理学に興味のある入学志願者と外国語に興味を示している入学志願者が同じであるとは言えない。心理学に関心をもっている入学志願者は、外国語に対する関心が低くかったり、社会福祉に関心のある入学志願者は商学に対する関心が殆どなかったりする可能性は大いにあるからである。入学志願者の中にはどのような興味のグループがあるかを調べるために、全ての関心度の総合相関を調べ、それらの相関をグループ化する因子分析法を使用することにした。

因子分析

因子分析を行う前に、回答漏れの多い志願者（志願者番号65、87、90、115、236、男性4人女性１人）を除外した。因子が各変数（科目に対する関心度）の分散を説明できる能力をあらわす固有値（Eigenvalue）が１以上の因子の数を調べた結果、調査のデータは７つの因子によって説明できることがわかったために、７因子のバリマックス法を使った因子分析を行った。検出された因子は表９で表されている。

	
	東洋教養
	国際商学
	環境と地域
	コミュニケーション
	心理学
	国際コミュニケーション
	地元学

	Var \ Factors
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7

	東洋文学
	0.7750
	0.1783
	0.1459
	-0.2261
	0.2113
	0.0911
	0.1177

	東洋文化論
	0.7748
	0.2316
	0.1729
	-0.2579
	0.2062
	0.1137
	0.0823

	日欧比較文化論
	0.7062
	0.2698
	0.0728
	-0.1447
	0.2544
	0.0507
	0.2180

	西洋文学
	0.6560
	0.3532
	0.1437
	-0.1155
	0.1015
	0.0611
	0.0695

	哲学
	0.6326
	0.1229
	0.1943
	-0.1385
	0.2362
	0.0913
	-0.2635

	日本文化論
	0.6242
	0.1757
	0.0762
	0.0243
	0.2548
	0.1000
	0.3426

	非言語的ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	0.6126
	0.1566
	-0.0574
	0.1757
	0.1754
	0.0469
	0.0179

	文化人類学
	0.5962
	0.2224
	0.1454
	0.0092
	0.2761
	0.0041
	0.2152

	文化経済論
	0.5908
	0.4337
	0.0701
	-0.0934
	0.2099
	-0.1480
	0.1382

	地域ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	0.5807
	0.1602
	0.0254
	0.4043
	0.2577
	0.0953
	0.0336

	民族共生論
	0.5767
	0.2782
	0.1747
	0.1343
	0.1964
	0.0436
	0.0923

	世代間ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	0.5714
	0.1504
	0.0287
	0.4297
	0.2363
	0.0561
	0.0046

	宗教学
	0.5706
	0.1093
	0.2609
	-0.0573
	0.2083
	0.1299
	-0.1366

	政治学
	0.5326
	0.3051
	0.1793
	0.0152
	0.1600
	-0.2376
	0.1116

	近代批判理論
	0.5301
	0.3804
	0.1567
	0.0391
	0.1474
	-0.1652
	0.0801

	日本文学
	0.5235
	0.1257
	0.0960
	-0.0066
	0.2393
	0.1090
	0.3021

	アジア事情
	0.4918
	0.0594
	0.3932
	0.3012
	-0.2822
	0.0324
	0.3787

	神話学
	0.4827
	-0.0321
	0.3032
	-0.0512
	0.1152
	0.1623
	-0.3019

	アジア地域研究
	0.4808
	0.0718
	0.4038
	0.2455
	-0.2374
	0.0283
	0.4013

	ヨーロッパ事情
	0.4783
	0.3428
	0.3770
	-0.0712
	-0.3013
	0.2657
	0.0995

	グローカル理論
	0.4771
	0.3569
	0.1086
	0.3126
	-0.1009
	0.0809
	-0.1055

	対人ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	0.4747
	0.1272
	0.0691
	0.5160
	0.2121
	0.0294
	0.0157

	記号学
	0.4710
	0.3708
	0.0644
	-0.0008
	0.1150
	-0.1655
	0.0254

	九州文化論
	0.4638
	0.2946
	0.0453
	0.0869
	0.1492
	-0.0854
	0.3628

	社会言語学
	0.4470
	0.3873
	-0.0466
	0.2350
	0.3551
	0.0656
	0.1816

	社会学
	0.4460
	0.4673
	0.0365
	0.2573
	0.3060
	-0.0184
	0.1731

	メディア論
	0.4265
	0.3012
	0.1100
	0.2595
	-0.3335
	-0.1133
	-0.1912

	欧米文化論
	0.4078
	0.4356
	0.2455
	-0.0549
	-0.1228
	0.3276
	0.2204

	現代の人権
	0.4032
	0.3547
	0.1654
	0.3561
	0.1990
	-0.1338
	0.0377

	国際交流論
	0.2922
	0.6426
	-0.0646
	0.3600
	-0.0048
	0.3715
	0.2088

	国際関係論
	0.2932
	0.6408
	-0.0806
	0.3146
	0.0329
	0.3845
	0.2093

	国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	0.2593
	0.6258
	-0.0298
	0.3905
	-0.0047
	0.4183
	0.1785

	外国語能力
	0.1738
	0.5648
	0.2432
	0.1354
	-0.1295
	0.4161
	0.1048

	経済学
	0.1291
	0.5545
	0.3811
	-0.0583
	0.0294
	-0.4699
	0.0811

	言語学
	0.3756
	0.5503
	0.0137
	0.2175
	0.1163
	0.1972
	0.0632

	経営学
	0.1310
	0.5430
	0.3168
	-0.0615
	0.0699
	-0.4970
	0.1200

	基礎情報処理
	0.3294
	0.5121
	0.1205
	0.0535
	-0.1314
	-0.4190
	-0.0439

	商学
	0.1566
	0.4744
	0.2750
	-0.0164
	0.0135
	-0.4787
	0.0508

	海外留学
	0.1404
	0.4518
	0.2407
	0.1058
	-0.0393
	0.5236
	0.0735

	アメリカ地域研究
	0.3677
	0.4242
	0.3516
	0.0435
	-0.3397
	0.2013
	0.2449

	マスコミュニケーション論
	0.3699
	0.4198
	0.1557
	0.2556
	-0.2468
	-0.0107
	-0.1391

	ヨーロッパ地域研究
	0.3995
	0.4168
	0.3714
	-0.0659
	-0.1808
	0.3236
	0.0423

	アメリカ事情
	0.3652
	0.4091
	0.3794
	0.0919
	-0.3602
	0.1306
	0.2293

	環境科学
	0.2809
	0.3056
	0.5907
	0.1996
	0.2601
	0.1377
	-0.0109

	環境問題 
	0.2239
	0.2705
	0.5786
	0.2606
	0.1942
	0.0599
	-0.0099

	環境心理学
	0.3544
	0.1811
	0.4545
	0.2913
	0.3146
	0.2251
	-0.2984

	環境ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	0.2461
	0.3593
	0.4106
	0.3153
	0.1805
	0.2070
	0.0844

	社会福祉論
	0.3160
	0.0465
	0.2594
	0.5127
	0.3028
	0.0520
	0.1064

	老人福祉論
	0.2651
	0.0917
	0.2068
	0.4857
	0.2367
	-0.0771
	0.0861

	ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	0.2842
	0.2803
	0.2251
	0.4708
	-0.1360
	0.0974
	-0.0583


	社会心理学
	0.3553
	0.0664
	0.1602
	0.4438
	0.4557
	0.1499
	-0.2379

	家庭内ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	0.2660
	0.1871
	0.2438
	0.4168
	0.0828
	0.2171
	-0.0337

	心理学
	0.3083
	-0.0174
	0.2160
	0.2762
	0.2906
	0.1757
	-0.3756

	異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	0.3423
	0.3966
	0.3485
	0.1892
	-0.2164
	0.3883
	0.1969

	異文化理解
	0.3494
	0.3909
	0.3707
	0.1292
	-0.2014
	0.3751
	0.1119

	映画論
	0.1997
	0.2140
	0.3002
	-0.0722
	-0.1108
	0.2228
	0.0040

	スポーツ実技
	0.0532
	0.2554
	0.2653
	0.0657
	-0.1567
	-0.0968
	0.0040

	法学
	0.3701
	0.1396
	0.2189
	0.0008
	0.0754
	-0.1133
	0.0067

	インターネット論
	0.3599
	0.3795
	0.1028
	0.1651
	-0.4583
	-0.1270
	-0.1948

	コンピューター概論
	0.3511
	0.3739
	0.0620
	0.2256
	-0.4600
	-0.2268
	-0.2073


因子１：「東洋教養」

因子１には「東洋文化」「東洋文化論」「欧米比較文化論」「西洋文化「哲学」「日本文化論」を始め、幅広く「東洋」と「文化」をキーワードとする典型的な文学部・教養科目科目が数多く含まれている。「文化人類学」や「宗教学」や「記号学」などのような学問的な科目がこの因子と高い相関をもっている一方、因子２（下記参照）と違って、「商学」「経済学」「経営学」との相関が少ないことも印象的である。また、外国語能力や国際関係論・国際コミュニケーション論が含まれていないことから、東洋文化に依拠して幅広い文学部・教養学部で提供されている科目という意味で、因子１に「東洋教養」という名前をつけた。

因子２：「国際ビジネス」

もう一つの幅広い因子に最も相関の高い科目には「国際交流論」「国際関係論」「国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論」「外国語能力」「経済学」「言語学」「経営学」「基礎情報処理」「商学」という科目があり、国際貿易や国際経済に関心のある「国際ビジネス」という関心がうかがえるのではないかと思われる。

因子３：「環境と地域」

「環境」という言葉が含まれている全ての項目の間には高い相関があった。また、これらは（アジア地域研究・「「ヨーロッパ地域研究」」・「アメリカ地域研究」）「地域研究」と（「アジア事情」「ヨーロッパ事情」「アメリカ事情」）「事情もの」と高い相関があった。このように地域と環境に高い興味を示した志願者は、「経済学」「経営学」「神話学」「映画論」にも興味がある。また、「国際関係論」「国際コミュニケーション」「国際交流」という「国際」ものに興味ないことから、この因子は地域に密着した観点から、環境問題に興味のある入学志願者たちの関心を表しているように思われる。そしてこの因子は、以外なことに外国語との相関がない。

因子４：「コミュニケーションと福祉」

この因子には「異文化コミュニケーション」と「非言語的コミュニケーション」を除いて、「対人ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論」「社会福祉論」「老人福祉論」「ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論」「社会心理学」「世代間ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論」「家庭内ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論」「地域ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論」「国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論」等ほぼ全ての「コミュニケーション」科目と「福祉」関係の科目が入っている。「外国語能力」や「異文化コミュニケーション」が含まれていないことが注目に値する。この因子に興味を示している志願者は、コミュニケーションに興味があるからこそ、コミュニケーションが比較的に取りにくい外国語によるコミュニケーションにあまり興味がないようである。

因子５：「心理学」

この狭い因子には心理学に関心のある科目が詰まっているほか、「社会福祉論」も高い相関を示しており、人間科学としての社会系心理学とケア業と関連する臨床系心理学という心理学の両側面に対する関心がうかがえる。全体的な科目人気度の平均値からすれば、外国語教育も心理学も高い人気を得ているが、心理学に関心をもっている入学志願者と外国語教育に関心をもっている入学志願者との間には相関が少ないことは注目に値する。

因子６：「国際コミュニケーション」

この因子と高い相関のある項目は、「異文化」や「国際」というキーワードを持った科目と「外国語教育」である。「海外留学」と「国際コミュニケーション」に対する関心との相関が最も高いことから、この因子は国際社会に向けてコミュニケーションと交流を持ちたい現れだと思われる。また、この因子の特徴として「経済学」「経営学」「商学」との高い負の相関であるから、外国語教育に特に関心のある入学志願者はビジネスに関心の高い「国際ビジネス」派と、ビジネスに関心が低い「国際コミュニケーション」派に二分化していることが分かる。

因子７「地元学」

この因子と高い相関関係にあったのは「アジア地域研究」「アジア事情」「九州文化論」「日本文化論」「日本文学」と、一番身近な地方・日本・アジアのことに対する関心を表していると思われる。

結論

本調査研究は、本校の志願者の主観的ニーズを調べて分析したものである。学習者の要望についてのデータは、成功するカリキュラム設計の最初の段階においても重要であると論じた。

入学志願者が本校を選択した理由については、講座の内容が最も重視されていることが分かった。そして、地域と言語に対する関心を調べた結果、西洋と英語に関心が最も高いことが示された。大学から期待する教育についての回答から、卒業後使える技能やコミュニケーション能力と外国語能力が最も重視されていることが分かった。

科目に対する関心については、外国語やコミュニケーションやテクノロジーや心理学に関する項目が最も重視されていることが分かったが、因子分析を行った結果コミュニケーションに対して関心をもっている学生、及び心理学に対して関心をもっている学生は、外国語に対してそれほど関心を持っていないことが分かった。それより、外国語に関心がある志願者は、国際社会に関心のある人と国際ビジネスに関心のある人だということが分かり、若者の実践や現実性に対する強い関心が感じられるように思われる。

本研究の問題点として挙げられるのは、被験者数が足りないこと、被験者は現在の久留米大学が提供しているカリキュラムに興味があってオープンキャンパスに参加していると思われるので、将来提供されるカリキュラム案を評価するのに最適ではなく、高校生に対して、より直接的なかたちで接近する必要がある。また、学生が科目の内容について正確に理解できないだろうから、彼らが直感で答えていると思われるので、評価はそう正確なものではないと思われる。

最後に、ここで報告されているデータがただ一つの情報源だけなので、企業によって望まれる卒業生がどのようなものかを調べたり、高校生を直接に面接してそのニーズを探ったりするなど、これからもたくさんの情報を多方面から集める意味が大いにあると思われるのである。
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付録１：意向調査アンケート
久留米大学外国語教育研究所
久留米大学外国語教育研究所では、皆さんが進路選択にあたってどのような考えをもっているかを知りたいと思います。次の調査にお答えいただいて、メディア・センターの一階の箱にご投稿してください。
（１）性別　男　女　　高校学年：　１　２　３　年生　過年度卒業生　社会人
（２）文系と理系のどちらに興味がありますか？　　理系　　文系　　両方とも　　考え中　　その他
（３）大学での講座の選択にあたって、下記の要因はどれぐらい重要か教えてください。
重要ではない＝１、２、３、４、５、６＝非常に重要
	大学の施設
	１　２　３　４　５　６

	入学試験の難易度
	１　２　３　４　５　６

	大学が通学できる所にある
	１　２　３　４　５　６

	大学の環境・町
	１　２　３　４　５　６

	大学の一般的評価
	１　２　３　４　５　６

	講座の内容
	１　２　３　４　５　６

	大学の学費
	１　２　３　４　５　６

	留学機会・姉妹校の充実
	１　２　３　４　５　６

	その他（ご記入ください）
	

	


（４）あなたは進路選択にあたって、次の国・地域には、どれぐらい興味があるか教えてください。
興味がない＝１、２、３、４、５、６＝興味が非常にある。
	ドイツ
	１　２　３　４　５　６

	イギリス
	１　２　３　４　５　６

	フランス
	１　２　３　４　５　６

	ヨーロッパその他の国
	１　２　３　４　５　６

	韓国
	１　２　３　４　５　６

	中国
	１　２　３　４　５　６

	アジアその他の国
	１　２　３　４　５　６

	アメリカ
	１　２　３　４　５　６


（５）あなたは進路選択にあたって、次の言語には、どれぐらい興味があるか教えてください。
興味がない＝１、２、３、４、５、６＝興味が非常にある。
	英語
	１　２　３　４　５　６

	ドイツ語
	１　２　３　４　５　６

	フランス語
	１　２　３　４　５　６

	中国語
	１　２　３　４　５　６

	韓国語
	１　２　３　４　５　６


（６）あなたは大学在学中にどのようなものを身に付けるのが重要だと思いますか。
重要ではない＝１、２、３、４、５、６＝非常に重要
	コミュニケーション能力
	１　２　３　４　５　６

	外国語能力
	１　２　３　４　５　６

	卒業後使える技能
	１　２　３　４　５　６

	教養的知識
	１　２　３　４　５　６

	実務的知識
	１　２　３　４　５　６

	論理思考
	１　２　３　４　５　６


（５）あなたは進路選択にあたって、次の項目の言葉を見ただけで（その内容がはっきりと分からない場合でも）どれぐらい興味があるか教えてください。
興味がない＝１、２、３、４、５、６＝興味が非常にある。
	ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	１　２　３　４　５　６

	アジア事情
	１　２　３　４　５　６

	アジア地域研究
	１　２　３　４　５　６

	アメリカ事情
	１　２　３　４　５　６

	アメリカ地域研究
	１　２　３　４　５　６

	インターネット論
	１　２　３　４　５　６

	グローカル理論（グローバルな視点をもつローカルな問題意識）
	１　２　３　４　５　６

	コンピューター概論
	１　２　３　４　５　６

	スポーツ実技
	１　２　３　４　５　６

	マスコミュニケーション論
	１　２　３　４　５　６

	メディア論
	１　２　３　４　５　６

	ヨーロッパ事情
	１　２　３　４　５　６

	ヨーロッパ地域研究
	１　２　３　４　５　６

	異文化コｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	１　２　３　４　５　６

	異文化理解
	１　２　３　４　５　６

	映画論
	１　２　３　４　５　６

	欧米文化論
	１　２　３　４　５　６

	家庭内ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	１　２　３　４　５　６

	海外留学
	１　２　３　４　５　６

	外国語能力
	１　２　３　４　５　６

	環境ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	１　２　３　４　５　６

	環境科学
	１　２　３　４　５　６

	環境心理学
	１　２　３　４　５　６

	環境問題 
	１　２　３　４　５　６

	商学
	１　２　３　４　５　６

	基礎情報処理
	１　２　３　４　５　６

	記号学
	１　２　３　４　５　６

	近代批判理論
	１　２　３　４　５　６

	九州文化論
	１　２　３　４　５　６

	経営学
	１　２　３　４　５　６

	経済学
	１　２　３　４　５　６

	現代の人権
	１　２　３　４　５　６

	言語学
	１　２　３　４　５　６

	国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	１　２　３　４　５　６

	国際関係論
	１　２　３　４　５　６

	国際交流論
	１　２　３　４　５　６

	社会学
	１　２　３　４　５　６

	社会言語学
	１　２　３　４　５　６

	社会心理学
	１　２　３　４　５　６

	社会福祉論
	１　２　３　４　５　６

	宗教学
	１　２　３　４　５　６

	心理学
	１　２　３　４　５　６

	神話学
	１　２　３　４　５　６

	世代間ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	１　２　３　４　５　６

	政治学
	１　２　３　４　５　６

	西洋文学
	１　２　３　４　５　６

	対人ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	１　２　３　４　５　６

	地域ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	１　２　３　４　５　６

	哲学
	１　２　３　４　５　６

	東洋文化論
	１　２　３　４　５　６

	東洋文学
	１　２　３　４　５　６

	日欧比較文化論
	１　２　３　４　５　６

	日本文化論
	１　２　３　４　５　６

	日本文学
	１　２　３　４　５　６

	非言語的ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論
	１　２　３　４　５　６

	文化経済論
	１　２　３　４　５　６

	文化人類学
	１　２　３　４　５　６

	法学
	１　２　３　４　５　６

	民族共生論
	１　２　３　４　５　６


	老人福祉論
	１　２　３　４　５　６
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Abstract 

The objectives of this report were twofold. Firstly, to investigate the overall motivation for selecting Kurume University among prospective applicants and, secondly, to carry out a preliminary survey of their subjective needs in order to inform hypothetical consideration of the elements required in a possible future new academic department based on the present Institute of Foreign Language Education. The motivation for carrying out this survey is explained through an introduction to modern theories of curriculum design, which emphasise the importance of obtaining multiple sources of information at all stages in the design process. 

要約

この研究報告には二つの目的があった。第一に、入学志願者が久留米大学を選択する全体的な理由を調べる事と、第二に外国語教育研究所を母体にした仮定上の新設学科の検討を支えるため、入学志願者の主観的ニーズを調査したことである。この調査を行った理由として、全てのカリキュラム設計段階における多局面からの情報の重要性を主張する近年のカリキュラム設計理論を紹介する。

ご協力ありがとうございました。








